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はじめに
近年、教員の多忙化が極めて深刻な状況となっている。2016年度の教員勤務実態調査1では、平日
一日あたりの勤務時間平均（持ち帰り時間を含まない）は、公立小学校教諭が11時間15分、公立中学
校教諭が11時間32分であり、公立小学校教諭の33.4％、公立中学校教諭の57.7％が「過労死ライン」と
呼ばれる月80時間以上の時間外勤務を行っている、という衝撃の数字が示された。これが大きなきっ
かけとなり、「教員多忙化問題」が社会の注目を浴びたことから、政府は「教員の働き方改革」を本格
化させ、教員の勤務時間縮減に取り組んだ。しかし、2023年４月に速報値が公表された2022年度の教
員勤務実態調査2においても、いまだに大きく改善したとは評しがたい現状が明らかになった。すな
わち、前回調査から６年が経過した2022年度においても、平日一日あたりの勤務時間平均（持ち帰り
時間を含まない）は、公立小学校教諭が10時間45分、公立中学校教諭が11時間１分と依然として長
く、公立中学校教諭の14.2％、公立中学校教諭の36.6％が「過労死ライン」を超えて働いているという
のである。
本稿は、こうした教員多忙化問題の現状と課題について、法学の観点から考察するものである3。	
その要旨は、次のとおりである。まず、教員多忙化問題の法的原因は「定額働かせ放題」を認めた「給
特法」4であるといわれることが多いが、それは給特法の正しい理解ではない。同法は、むしろ公立学
校教員への時間外勤務命令を厳格に制限する法律であり、その根底には「教育の自由」等の憲法規範
がある（→Ⅰ）。教員多忙化問題の法的原因は、給特法それ自体ではなく、教育行政による同法の誤っ
た運用にある（→Ⅱ）。公立小学校教員が提起した「埼玉教員超勤訴訟」では、そうした運用の違法
性、特に労働基準法（以下「労基法」という）32条違反を理由とする国家賠償法上の違法性が争われ
たが、一審判決・二審判決ともに判例・通説から乖離した法解釈を行い、原告を敗訴させた（→Ⅲ）。

1	 文部科学省「教員勤務実態調査（平成28年度）（確定値）について」（2018年９月27日）。なお、当該調査の速報値が
公表されたのは2017年４月28日である。

2	 文部科学省「教員勤務実態調査（令和４年度）の集計（速報値）について」（2023年４月28日）。
3	 本稿は、2023年６月10日に岡山大学で開催された「岡山行政法実務研究会」における拙報告「教員多忙化問題と憲法
―教育の自由を中心に」に、若干の加筆修正（情報のアップデート等）を加えたものである。研究会にお招きく
ださった南川和宣教授（岡山大学大学院法務研究科）からは、このテーマに関する拙稿、堀口悟郎「教員の多忙化と
いう差別問題」法学セミナー818号（2023年）12頁以下、同「憲法学からみた教員多忙化問題―埼玉教員超勤訴訟
を中心に」岡山大学法学会雑誌72巻３・４号（2023年）65頁以下に基づいた報告をご依頼いただいた。こうした経緯
から、本稿の内容が上記の拙稿と大きく重なることについて、ご容赦いただきたい。貴重な報告の機会を与えてく
ださった南川教授と、有益な質問やコメントをしてくださった研究会参加者の皆様に、心より御礼申し上げる。

4	 正式名称は「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」。
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今後の展望としては、埼玉教員超勤訴訟で得られた成果を活用した「第二次訴訟」に期待がかかるが、
それでも給特法の誤った運用を是正することが難しいとなれば、同法自体を改廃することが有力な選
択肢となる。実際、政府・与党は給特法の見直しを含む立法について検討を進めている。ただし、そ
こでは教職調整額や諸手当の増額が提案されているが、教員多忙化問題の立法的解決をめざすなら
ば、労働の「対価」よりも「時間」を重視し、労働時間の縮減に重点を置いた立法を行うべきだと考
えられる（→おわりに）。

Ⅰ　給特法の立法趣旨
１　給特法の本来的意義
一般に、教員多忙化問題の主な法的原因は、給特法という法律であるといわれている。すなわち、
同法は、公立学校教員に対して、給料月額の４％を基準として条例で定められる「教職調整額」を支
給する代わりに、時間外勤務手当および休日勤務手当を支給しない旨を規定するとともに（３条）、時
間外労働に対する割増賃金を定めた労働基準法37条を適用除外している（５条）。そのため、同法は、
定額の教職調整額だけ支払えば何時間でも働かせられるという「定額働かせ放題」を認めた法律だと
評されており、そのような法律があるから教員の長時間労働に歯止めがかからないのだと指摘されて
いるのである5。
しかしながら、このような見解は、給特法の運用を批判する言説としては的確であるものの、給特
法の内容それ自体の理解としては正しくない。というのも、給特法は、決して「定額働かせ放題」を
認めた法律ではなく、むしろそれとは正反対に、公立学校教員に対する時間外勤務命令を厳格に制限
した法律だからである。
条文に即して具体的に説明すると、給特法６条は、「教育職員……を正規の勤務時間……を超えて
勤務させる場合は、政令で定める基準に従い条例で定める場合に限るものとする」としたうえ（１項）、	
「前項の政令を定める場合においては、教育職員の健康と福祉を害することとならないよう勤務の実
情について十分な配慮がなされなければならない」と定めている（２項）。そして、同条の委任を受け
て制定された「勤務時間政令」6は、「教育職員……については、正規の勤務時間の割振りを適正に行
い、原則として時間外勤務〔休日勤務を含む〕……を命じないものとすること」と明記したうえ、例
外的に時間外勤務を命じうる場合を、①いわゆる超勤４項目（「校外実習その他生徒の実習に関する業
務」、「修学旅行その他学校の行事に関する業務」、「職員会議……に関する業務」、「非常災害の場合、
児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合に必要な業務」）にあ
たり、かつ、②「臨時又は緊急のやむを得ない必要があるとき」に限定している。つまり、給特法お
よび勤務時間政令は、超勤４項目以外について時間外勤務を命じることは一切認めておらず、超勤４
項目についても、正規の勤務時間の割振りで対応することを原則とし、「臨時又は緊急のやむを得な
い必要」がない限りは時間外勤務命令を認めていない。また、超勤４項目は前記のとおり臨時的な業

5	 内田良＝斉藤ひでみ編『教師のブラック残業―『定額働かせ放題』を強いる給特法とは？！』（学陽書房、2018年）
参照。

6	 正式名称は「公立の義務教育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務させる場合等の基準を定める政令」。
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務に限られており、教員多忙化の大きな要因となっている部活動や保護者対応などは含まれていない。	
このような公立学校教員に対する時間外勤務命令の制限は、いわゆる三六協定の締結・届出と割増賃
金の支給さえ行えば幅広く時間外勤務を命じうる一般労働者の場合（労基法36条、37条）と比較して、
著しく厳格な規制であるといえる。
さらに、給特法５条は、割増賃金を定めた労基法37条こそ適用除外しているものの、労働時間の上
限（法定労働時間）を一日８時間、週40時間とする労基法32条は適用除外していない。したがって、
給特法６条および勤務時間政令の要件をみたす時間外勤務を除いて、公立学校教員を一日８時間、週
40時間を超えて働かせることは、給特法６条に違反するだけでなく、労基法32条にも違反する。な
お、給特法５条は、労基法32条違反の免罰効を有する三六協定について定めた労基法36条も適用除外
していないため、三六協定の締結と届出がなされれば労基法32条違反の責任は免除される。しかし、
三六協定は給特法違反の責任まで免除するものではないから、三六協定と締結と届出がなされた場合
でも、給特法および勤務時間政令の要件をみたさない時間外勤務命令が許されるわけではない7。

２　給特法と教育の自由
給特法が「定額働かせ放題」を認めた法律だと誤解される大きな要因は、同法３条１項が給料月額
の４％に相当する額を基準として条例で定められる「教職調整額」の支給を規定するとともに、同条
２項が「教育職員については、時間外勤務手当及び休日勤務手当は、支給しない」と定めている点に
ある。けれども、前述のとおり、公立学校教員に対して時間外勤務を命じるためには、超勤４項目等
の要件をみたす必要があり、それらの要件をみたさない場合には、教職調整額を支払うか否かに関わ
らず、時間外勤務命令は違法となる。つまり、単純に整理するならば、教職調整額は「働かせ放題」
の対価ではなく（そもそも給特法は「働かせ放題」を認めてはいない）、超勤４項目等の要件をみた
す、ごく例外的な時間外勤務（を命じられるかもしれないこと）の対価にとどまる。
しかし、超勤４項目等の要件をみたす時間外勤務については、勤務時間に応じた割増賃金を支給す
るという制度設計もありえたはずである。にもかかわらず、なぜ定額の教職調整額を支給することに
したのか。その主な理由は、割増賃金額を算定するための時間計測が行われることで、教員の「自発
性」や「創造性」が損なわれることを懸念したため、換言すれば、教員の「教育の自由」を保護する
ためであった。
たとえば、当時の人事院総裁として給特法の制定に深く関与した佐藤達夫は、同法案の国会審議に
おいて、「先生方の本来の職務のあるべき基本点は創意と自発性というものにあるものではないか、

7	 給特法の立法に深く関与した文部省初等中等教育局長・宮地茂も、同法案を審議した国会において、「この法律〔給
特法〕が施行されますと、実際問題としては、三六協定の〔労基法〕36条は適用の余地がなくなると考えます」と答
弁している（第65回国会参議院文教委員会会議録18号〔1971年５月21日〕14頁）。これは、三六協定を締結したとし
ても、給特法上の要件をみたさない時間外勤務を命じることは違法であるし、給特法上の要件をみたす場合には、
三六協定を締結せずに時間外勤務命令を下すことが認められるため、現実に三六協定を締結すべき場面は想定しえ
ない、という趣旨であろう。ただし、学説上は、三六協定を締結すれば超勤４項目以外の時間外勤務を命じること
も許される、という反対説も有力である。その代表例として、青木宗也「教職特別措置法―労働法学の立場から」
日本教育法学会年報２号（1973年）77頁参照。
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教育というものは教員方の創意と自発性というものにまつところが多いのじゃないかというようなそ
の実質」からして、「時間計測に基づく何時間超過勤務をしたから幾らというような超過勤務手当の制
度」は「なじまない」と述べていた8。また、当時の文部大臣・秋田大介も、「教師の方とお子さんと
やはりそこで一体となって一つの人格陶冶をするという場合は、先生の自分で作っていく創造性、自
発性というものが非常に高く評価される」のであり、「時間によって長く働いたから君のはこれだけこ
れだけというような性格のものではない」と答弁していた9。
給特法制定後に下された旭川学力テスト事件判決（最大判昭和51年５月21日刑集30巻５号615頁）は、

「子どもの教育が教師と子どもとの間の直接の人格的接触を通じ、その個性に応じて行われなければ
ならないという本質的要請に照らし、教授の具体的内容及び方法につきある程度自由な裁量が認めら
れなければならない」という意味において、教師の教育の自由を承認し、そこから「教師の創意工夫
の尊重」が要請されると説示した。このような判例を踏まえれば、上記の各答弁で強調された教員の
自発性や創造性は、「教育の自由」を意味するものと解しうる。従来の学説では、教育の自由と労働時
間の関係性は必ずしも十分に議論されてこなかったが、正規の勤務時間内において、教員自身が勤務
内容等を裁量的に決定しうる「裁量時間」10が確保されていなければ、自主的な研修等を通じて専門性
を磨き、教育内容・方法を創意工夫することは困難であるから、裁量時間の確保は、教員が教育の自
由を行使するための前提条件をなすといえるだろう。
こうした裁量時間が特に確保されてきたのは、夏休み等の長期休業期間である。それらの期間は、
児童生徒にとっては「休暇」であるが、教員には授業期間と同じく労働義務が課せられている。けれ
ども、給特法制定当時は、自宅や図書館等で教材研究をしたり、校外で開催される研究会に参加した
りすることが、教員の「校外研修」として広く認められていた。当時の人事院総裁・佐藤達夫も、こ
の点に関して、「私どもは自発性、創造性という旗じるしを掲げて」いるところ、「夏休み、春休み、
冬休み、そのような時期はまさにこれに最も適した時期であろう」と答弁し、夏休み等における勤務
内容は各教員の裁量に委ねるべきだと説いていた11。もっとも、文部科学省が2002年に「夏季休業期

8	 第65回国会参議院文教委員会会議録16号（1971年５月18日）21頁。
9	 第65回国会参議院文教委員会会議録18号（1971年５月21日）27頁。
10	 髙橋哲『聖職と労働のあいだ』（岩波書店、2022年）98頁。
11	 第65回国会参議院文教委員会会議録17号（1971年５月20日）22頁。文部政務次官・西岡武夫も、この答弁に続けて、
「夏休みの問題については、ただいま人事院総裁からお答えがございました方向に全く賛成」という見解を示し、学
校によっては夏休み中の校外研修が認められていないという指摘に対しては、「法律的には〔校外での自主的研修を
認める〕教育公務員特例法20条〔現行法22条〕の規定を運用していくという形の中で夏休みの問題は方向づけができ
る」、「この法律〔給特法〕がもし成立をいたしました暁には、……夏休みのあり方について教育公務員特例法20条を
十分に運用をしていくという行政指導としてこれを行なっていきたい」と述べていた（同22-23頁）。そして、実際に
給特法の施行通達である文部事務次官「国立及び効率の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の
施行について（通達）」（1971年７月９日、文初財第377号）では、「教育職員の勤務時間の管理については、教育が特
に教育職員の自発性、創造性に基づく勤務に期待する面が大きいことおよび夏休みのように長期の学校休業期間が
あること等を考慮し、正規の勤務時間内であっても、業務の種類・性質によっては、承認の下に、学校外における
勤務により処理しうるよう運用上配慮を加えるよう、……第19条（研修）および第20条（研修の機会）の規定の趣旨
に沿った活用を図るように留意すること」と明記された。



岡山行政法実務研究会

－23－

間等における公立学校の教育職員の勤務管理」と題する通知12を発したことを転換点として、このよ
うな校外研修はほとんど認められなくなった。そのため、「給特法が前提とする教員の『勤務の特殊
性』〔自発性・創造性が発揮される裁量時間〕はもはや学校現場に存在しなくなって」おり、「『一般の
行政事務に従事する職員と同様な時間管理を行う事は必ずしも適切でない』とする給特法の建前もま
た、前提条件を喪失している」との指摘もある13。

Ⅱ　立法趣旨に反する給特法の運用
１　超勤４項目以外の時間外勤務は「自主的行為」？
先にみたとおり、給特法は決して「定額働かせ放題」を認めた法律ではなく、むしろ公立学校教員
への時間外勤務命令を厳格に制限した法律である。けれども、文部科学省は同法を「曲解」し、まさ
に「定額働かせ放題」を認めた法律であるかのように運用してきた。こうした立法趣旨に反する給特
法の運用こそ、教員多忙化問題の主な法的原因である。
具体的には、文部科学省は、「教職員は、勤務時間の割振り等により、時間外勤務が生じないよう
にする必要があり、勤務時間外に業務を命ずる時には、超勤４項目に限定される」ことから、「現行制
度上では、超勤４項目以外の勤務時間外の業務は、超勤４項目の変更をしない限り、業務内容……に
かかわらず、教員の自発的行為として整理せざるをえない」と解し、「勤務時間外で超勤４項目に該当
しないような教職員の自発的行為に対しては、公費支給はなじまない」と主張してきた14。つまり、
教員らが超勤４項目以外の業務により時間外勤務を強いられている現状を給特法違反とは認めず、む
しろ給特法が時間外勤務命令を超勤４項目に限定していることから、それらにあたらない時間外勤務
は教員らが「自発的」に行っているのだという強引な解釈を示してきたわけである。
労基法上の労働時間性に関するリーディングケースである三菱重工長崎造船所事件判決（最判平成
12年３月９日民集54巻３号801頁）によれば、「労働基準法……32条の労働時間……とは、労働者が使
用者の指揮命令下に置かれている時間をいい、右の労働時間に該当するか否かは、労働者の行為が使
用者の指揮命令下に置かれたものと評価することができるか否かにより客観的に定まるものであって、	
労働契約、就業規則、労働協約等の定めのいかんにより決定されるべきものではない」。給特法およ
び勤務時間政令の規定を理由として、超勤４項目以外の時間外勤務を、「業務内容……にかかわら
ず」、つまり使用者の指揮命令下に置かれていたか否かにも関係なく、すべて労働時間に含まれない
「自発的行為」だとする文科省の見解は、このような判例法理に反している。

２　「在校等時間」と「労働時間」は異なる？
また、文部科学省は、「教員の働き方改革」の一環として2019年１月に公表した「公立学校の教師の

12	 文部科学省「夏季休業期間等における公立学校の教育職員の勤務管理について（通知）」（2002年７月４日、初初企第
14号）。

13	 髙橋・前掲注10）106頁。
14	 中央教育審議会・教職員給与の在り方に関するワーキンググループ第８回資料５「教員の職務について」（2006年11
月10日）。
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勤務時間の上限に関するガイドライン」15において、「特に所定の勤務時間外においては、いわゆる
『超勤４項目』以外の業務について、教師が対応している時間が長時間化している実態が生じている」
という問題意識のもと、労基法36条４項が時間外労働の上限を原則として月45時間、年360時間と定
めていることを参考にして、所定労働時間を超える「在校等時間」の上限目安を月45時間、年360時間
とした。こうした在校等時間の上限規制は、当初は指導・助言にとどまるものであったが、2019年12
月の給特法改正により、「教育委員会が教育職員の健康及び福祉の観点を図るために講ずべき措置に
関する指針」を定める旨が規定され（同法７条）、文部科学省が上記ガイドラインと同様の指針16を定
めたことにより、法的根拠を有する指針へと格上げされた。
このような「在校等時間」の上限規制は、一見すると、公立学校教員の時間外勤務に、労基法36条
４項と同様の歯止めをかけるものであるように思える。しかしながら、実際には両者は全くの別物で
ある。なぜなら、「在校等時間」は、「労働基準法上の『労働時間』とは異なる」とされているからで
ある。教育法学者・髙橋哲が指摘するように、労基法36条４項による労働時間の上限規制には、	
「①労使協定の締結、②割増賃金の支給、③上限オーバーへの罰則、という時間外勤務を抑制するた
めのブレーキ」が備わっているが、労働時間性を認められない在校等時間の上限規制には、それらの
ブレーキが一切存在しない。そのため、在校等時間の上限規制は、「時間外勤務を抑制するための基
準ではなく、むしろこの上限まで『タダ働き』させてよい基準として作用してしまうおそれがある」17。
こうした在校等時間が労基法上の労働時間とは異なるという解釈は、明らかに合理性を欠く。とい
うのも、文部科学省は、上記ガイドラインにおいて、在校等時間の範囲について、「教師等が校内に
在校している在校時間を対象とすることを基本」としたうえ、校外でも「職務として行う研修への参
加や児童生徒の引率等の職務に従事している時間」や「各地方公共団体で定める方法によるテレワー
ク等」の時間は含める一方、「所定の勤務時間外に校内において自らの判断に基づいて自らの力量を高
めるために行う自己研鑽の時間その他業務外の時間」や「休憩時間」は除くとしている。このように
校内・校外を問わず職務に従事した時間を「在校等時間」と捉えるならば、それは労基法上の労働時
間そのものというべきであろう。
文部科学省は、上記ガイドラインの「Ｑ＆Ａ」18において、「本ガイドライン上の『勤務時間』すな
わち『在校等時間』は、労働基準法上の『労働時間』とは異なるのか」という問いを掲げ、次のよう
に回答している。曰く、「労働基準法における『労働時間』とは、使用者の指揮命令下に置かれている
時間」であるところ、「教師に関しては、校務であったとしても、使用者からの指示に基づかず、所定
の勤務時間外にいわゆる『超勤４項目』に該当するもの以外の業務を教師の自発的な判断により行っ
た時間は、労働基準法上の『労働時間』には含まれない」と。しかし、ごく例外的な場合19を除いて、

15	 文部科学省「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」（2019年１月25日）。
16	 文部科学省「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健
康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針（告示）」（2020年１月17日）。

17	 髙橋・前掲注10）116頁。
18	 文部科学省「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラインの運用に係るＱ＆Ａ」（2019年３月29日）。
19	 たとえば、校長が時間外勤務を許可制とし、無許可での時間外勤務が行われていないか厳重に監視していたにもか
かわらず、校長の監視が届かない自宅において無許可で時間外勤務を行ったという場合には、労働時間にあたらな
い可能性が高いと考えられる。
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公立学校教員が時間外勤務を「自発的」に行うことはなく、勤務時間内には到底終わらないほど多く
の校務を抱えていることにより、時間外勤務を余儀なくされているというのが実態であろう。この
点、三菱重工長崎造船所事件判決は、労働者が使用者から業務の準備行為等を「余儀なくされた」と
きは「使用者の指揮命令下に置かれたものと評価することができ」ると説示している。そのため、公
立学校教員が現実に行っている時間外勤務のほとんどは労働時間にあたるというべきであり、在校等
時間を労働時間から切り離そうとする文部科学省の見解は不合理である。

Ⅲ　埼玉教員超勤訴訟
１　埼玉教員超勤訴訟の意義
公立学校教員は、行政による給特法の誤った運用により、異常な長時間労働を強いられている。こ
のように劣悪な労働条件のもとに置かれたとき、一般の労働者であれば、争議行為によって使用者に
抗議したり、立法的解決をめざして政治運動を展開したりすることが可能である。しかし、公立学校
教員は、地方公務員であるがゆえに争議行為を禁じられており（地方公務員法37条）、教育公務員であ
るがゆえに選挙運動等の政治的行為も禁じられている（教育公務員特例法18条、国家公務員法102条、
人事院規則14-７）。つまり、使用者たる行政に対しても、立法者たる議会に対しても、直接的に抵抗
する手段を有していない20。そのような公立学校教員に残された貴重な抵抗手段が、司法の場で争う
ということ、すなわち訴訟の提起である。
2016年度教員勤務実態調査の結果が公表され、教員多忙化問題が社会から大きな注目を浴びるなか、	
埼玉県の公立小学校で教員を務めていた「田中まさお」氏（仮名）が2018年９月に提起した「埼玉教
員超勤訴訟」は、まさに司法の場で「定額働かせ放題」の違法性を問うものであった。公立学校教員
が時間外勤務命令の違法性を争う「教員超勤訴訟」は以前にも何度か提起されてきたが、それらのほ
とんどは割増賃金を請求する訴訟であり、いわば「定額働かせ放題」のうち「定額」の違法性を争う
ものであった。そして、給特法５条が割増賃金に関する労基法37条を明示的に適用除外していること
もあり、それらの訴訟ではことごとく教員側が敗訴してきた21。それに対して、埼玉教員超勤訴訟
は、「定額働かせ放題」のうち主に「働かせ放題」の違法性を争うものであり、超勤４項目等の要件を
みたさない時間外勤務により、一日８時間、週40時間を超えて働かされたことについて、労基法32条
に違反するとして、国家賠償を請求した22。このように労働の「対価」よりも「時間」に重点を置き、
労基法32条違反を争う教員超勤訴訟は、本件が初めてである。

２　判決の概要―労働時間性の評価を中心に
本件訴訟において、裁判所はいかなる判断を下したか。ここでは、労働時間性の評価を中心に、判
決の概要を確認したい。

20	「公務員」であり「教員」でもあるという二重の身分が、「公立学校教員」の労働問題を深刻化させていることについ
て、堀口・前掲注３）「教員の多忙化という差別問題」参照。

21	 代表例として、松蔭高校事件判決（名古屋地判昭和63年１月29日判時1286号45頁）参照。
22	 割増賃金も請求したが、訴訟では主に労基法32条違反を争い、特に上告審では割増賃金については争わなかった。
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一審判決（さいたま地判令和３年10月１日判地自484号40頁）は、公立学校教員にも労基法32条が適
用されることを明示的に肯定したうえ、労基法上の労働時間について、「労働者が使用者の指揮命令
下に置かれている時間をいう」という三菱重工長崎造船所事件判決の定義を踏襲した。しかしながら、
その一方で、校長からの具体的な指示がない限りは「指揮命令下に置かれている」とはいえないかの
ように解し、原告が少しでも自発性・創造性を発揮した時間外勤務については、ことごとく労働時間
性を否定した。
たとえば、教材研究については、「授業のための準備という側面があることは否定できないが、教
材に対する理解を深めるという自己研さんの側面も多分に含むものであるから、その実施の要否や方
法、所要時間については、各教員の教育的観点からの自主的な判断に委ねられているものといわざる
を得ない」うえ、「本件校長が原告に対して教材研究を義務付けていたとの事情も見受けられない以
上、これを本件校長の指揮命令に基づく業務の従事として認めることはできないから、教材研究に従
事した時間は、労働時間に当たらないというべきである」と判示した23。また、保護者対応について
は、「どの保護者に対してどのような対応をどの程度行うかについては、各教員が教育的見地や学級
運営の観点から、更には事案の性質に応じて、自主的で自律的な判断により決めるもの」であり、「本
件においても、本件校長が原告に対し、……個別の保護者対応の実施を指示したと認めるに足りる証
拠はなく、原告が自らの判断で必要と考え、前記面談を実施したことがうかがわれる」ため、「これが
本件校長の指揮命令に基づく業務であるとはいえないから、かかる業務に従事した時間を直ちに労働
時間と認めることはできない」とした。
そして、このような労働時間性に関する判断を前提に、「本件請求期間において、本件校長の職務
命令に基づく業務を行う時間が日常的に長時間にわたり、そのような時間外勤務をしなければ事務処
理ができない状況が常態化しているとは必ずしもいえない状況にあり、教員の労働時間が無定量にな
ることを防止しようとした給特法の趣旨を没却するような事情があると認めることができず、本件請
求期間における原告の勤務の外形的・客観的な状況からは、直ちに本件校長が労基法32条違反を認識
し、あるいは認識可能性があったということはできないから、これを是正するための措置を講じなけ
ればならない注意義務を生じさせる予見可能性があったとは認められず、……注意義務違反を認める
ことはできない」と結論づけ、国家賠償請求を棄却した。
これに対して原告側は控訴したが、二審判決（東京高判令和４年８月25日裁判所ウェブサイト）も
一審判決の判断を是認した。また、最高裁（最決令和５年３月８日判例集未登載）は、これに対する
上告について、憲法違反等の上告理由（民事訴訟法312条）が存在しないという理由により棄却した

23	 他方、授業準備そのものについては、授業を行うために必要不可欠な準備行為として労働時間性を肯定した。しか
し、そのうえで、「実際にどの程度の授業準備を行うかについては、各教員の教育的見地からの自主的な判断に委ね
られているから、最低限授業準備に必要と認められる限度でこれを認定すべきところ、その時間としては、１コマ
につき５分間と認めるのが相当である」とした。文部科学省が授業準備には授業と同程度の時間が必要であるという
見解を採ってきたこと（第192回国会衆議院文部科学委員会議録第５号〔2016年11月２日〕６頁参照）や、本判決当
時における直近の調査である2016年教員勤務実態調査においても、平日一日あたりの授業準備時間は、公立小学校
教諭が平均１時間17分、公立中学校教諭が平均１時間26分となっていることなどからして、１コマあたりの授業準
備時間が５分間という認定は、「最低限度」としても短すぎるだろう。
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（本案審査に入らない「門前払い」であり、最高裁が一審判決・二審判決の判断自体を是認したわけで
はない）24。

３　労働時間性の評価に関する問題点
裁判所が示した、上記のような労働時間性の評価は、労働法学的にみても憲法学的にみても、明ら
かに不合理である。
第一に、労働法学の観点からみた場合、使用者から具体的な指示がない限り「指揮命令下に置かれ
ている」とはいえないかのような評価は、判例・通説から乖離している。労働法学者・神吉知郁子が
指摘しているように、「〔本件訴訟一審判決の〕判旨は指揮命令下の評価を具体的な指示の有無で認定
しているようだが、判例・通説上は、使用者による黙認や許容の有無を含めて客観的に判断すべきで
あり、それによれば、本件のような教員が在校中に本来的業務そのものや密接関連業務を行っている
時間が勤務時間に該当しないことはほとんど考えられない」25。
第二に、憲法学の観点からみた場合、教員が自発性、創造性を発揮して行った教育活動について、
校長からの具体的な指示がないという理由で労働時間性を否定することは、教員の自発性・創造性を
尊重するという給特法の立法趣旨に反するとともに、教員の教育の自由（憲法23条）にも抵触する。
すなわち、給特法制定時に重視された「教員の自発性・創造性の尊重」とは、夏休み中の校外研修を
典型とする自発性・創造性を発揮した教育活動について、労働時間性を認めることを意味していた。
教員が自発性・創造性を発揮したことを理由として、直ちに労働時間性を否定することは、こうした
立法趣旨と正反対の法解釈というほかない。また、自発性・創造性を発揮した教育活動がことごとく
労働時間性を否定されるということになれば、教員が苛酷な長時間労働から逃れるには、自発性・創
造性を発揮せず、校長から具体的に指示された業務のみを行うほかなくなり、子ども一人一人の個性
等に応じた教育内容の創意工夫は、およそ困難となる。それはすなわち、教育の自由を行使するため
の前提条件が掘り崩されるということを意味する。
このように不合理な判決を下した司法は、教員多忙化問題の「加害者」に加わったといっても、あ
ながち過言ではないだろう26。

24	 なお、筆者は、上告にあたり、最高裁に意見書を提出した。その意見書を論文化したものが、堀口・前掲注３）「憲
法学からみた教員多忙化問題」である。

25	 神吉知郁子「判批」ジュリスト1571号（2022年）125頁。
26	 教員の働き方改革が、「違法状態を是正しなければならない」という強い要請に結びつかず、「よりよい労働環境を整
えるべきである」といった微温的な要請にとどまっている要因の一つも、公立学校教員が超勤４項目以外の業務によ
り長時間労働を強いられているという現状の違法性を、司法が正面から認めていない点にあるといえる。教員の働
き方改革には財政面での限界があるという見方が強いが（一例として、小川正人「学校の働き方改革の教育行政研究
の課題―政策過程における論点と施策選択肢」雪丸武彦＝石井拓児編『教職員の多忙化と教育行政―問題の構
造と働き方改革に向けた展望』（福村出版、2020年）225頁以下）、いくら財政状況が厳しいとしても、法治国家にお
いて違法状態を放置することは許されないため、現状が違法であるとする司法判断が下されれば、教員の働き方改
革はより抜本的なものへと進化する可能性が高いと考えられる。
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おわりに
最後に、今後の展望を描くべく、埼玉教員超勤訴訟後の動向について検討したい。
埼玉教員超勤訴訟が教員側の敗訴に終わった後、2023年４月に2022年度教員勤務実態調査の速報値
が公表された。本稿の冒頭でみたように、そこには教員の多忙化がなおも深刻な状況にあることが示
されていた。
こうしたなか、埼玉教員超勤訴訟の原告であった田中まさお氏とその訴訟代理人らは、「第二次訴
訟」に向けて動き始めた27。埼玉教員超勤訴訟では、結論こそ敗訴であったものの、一部の時間外勤
務が労基法32条に違反するという、その限りにおいては画期的な判断が下された。また、「校長の職
務命令に基づく業務を行う時間が日常的に長時間にわたり、そのような時間外勤務をしなければ事務
処理ができない状況が常態化しているとは必ずしもいえない状況にあり、教員の労働時間が無定量に
なることを防止しようとした給特法の趣旨を没却するような事情がある」場合には、校長に注意義務
違反が認められ、国家賠償請求が認容される、という判断枠組みも示された。この判断枠組みは、給
特法の趣旨が没却されるほど深刻な長時間労働が生じて初めて校長に注意義務が生じるとしている点
などで疑問が残るものの28、田中氏よりもさらに多忙な教員が原告となった場合には国家賠償責任が
生じうることを示した点では、一定の意義が認められる。第二次訴訟では、埼玉教員超勤訴訟で得ら
れたこれらの成果を踏まえて、著しく多忙な教員らを全国から公募して原告とすることが計画されて
いる。
また、埼玉教員超勤訴訟では、上告にあたって、「判決に憲法の解釈の誤りがあることその他憲法
の違反があること」（民事訴訟法312条１項）という上告理由を主張するために、初めて憲法論を示し
たが、第二次訴訟では一審段階から憲法論を展開する予定であるという。埼玉教員超勤訴訟において、	
一審・二審段階で憲法論を展開しなかったのは、公立学校教員が超勤４項目以外で時間外勤務を強い
られている状況は、憲法を持ち出さずとも、給特法や労基法に照らして明らかに違法である（にもか
かわらず、不用意に憲法論を展開することは、憲法を持ち出さなければ勝てないような事案だという
誤った印象を裁判官に与えることにもなりかねない）と考えたためであろう。しかし、二審までは憲
法論を主張していなかったことから、原判決に憲法解釈の誤りがあるという上告理由に多少の無理が
あったことは否めない。また、給特法は、「教育の自由」等の憲法規範を意識し、それらに適合的に設
計された法律であるため29、そのあるべき解釈を示すうえでも憲法論が有効であると考えられる30。
こうした第二次訴訟には大きな期待がかかるが、それでも司法による救済が得られないとしたら、
立法的解決に望みを託すほかない。給特法は、本来的意義のとおりに運用すれば、教員の自発性・創
造性を尊重しつつ、時間外勤務を厳格に制限することができる法律であるが、それが「定額働かせ放
題」を認めた法律であるかのように曲解され、教員多忙化の大きな原因となっている現状が変わらな
27	 江夏大樹「日本の公教育を崩壊させない―『埼玉超勤訴訟』第二次訴訟へ」教育934号（2023年）32頁以下参照。
28	 堀口・前掲注３）「憲法学からみた教員多忙化問題」101-104頁参照。
29	 詳しくは、堀口・前掲注３）「憲法学からみた教員多忙化問題」72-83頁参照
30	 また、憲法に基づいて法令のあるべき解釈を示すこと（憲法適合的解釈）とは別に、法令違憲を論じる余地もないで
はない。この点に関する近時の論考として、早津裕貴「給特法における労基法37条適用除外の合憲性に関する検討」
連合総合生活開発研究所編『もっと子どもたちと向きあいたい―日本における教職員の働き方・労働時間の実態
に関する調査研究報告書』（2023年）181頁以下参照。
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いならば、給特法自体を改廃することが有力な選択肢となる。
この点、文部科学省は、2022年度教員勤務実態調査の結果が公表されるのに先立ち、2022年12月に

「質の高い教師の確保のための教職の魅力向上に向けた環境の在り方等に関する調査研究会」を立ち上
げた。同調査研究会は、計４回の会合を経て、2023年４月に「質の高い教師の確保のための教職の魅
力向上に向けた環境の在り方等に関する論点整理」を公表した31。また、この論点整理を踏まえて、
2022年度教員勤務実態調査の速報値が公表された直後の2023年５月には、文部科学大臣が中央教育審
議会に対して、「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合
的な方策」について諮問し32、それを受けて中央教育審議会初等中等教育分科会に「質の高い教師の
確保特別部会」が設置された（その委員には上記調査研究会の全委員が含まれており、組織面でも両
者の連続性が担保されている）。そして、2023年８月には、当該特別部会が「教師を取り巻く環境整備
について緊急的に取り組むべき施策（提言）」33を公表した。ただし、この緊急提言は、「まずは、でき
ることを直ちに行うという考え方のもと、今回、緊急的に取り組むべき施策を取りまとめたものであ
り、これで終わりではない」と記されているように、現行制度のなかで「できること」の提言にとど
まっており、給特法の見直しなど現行制度の改廃にまで踏み込んだものではない。
他方、与党である自由民主党では、政務調査会内に設置された「令和の教育人材確保に関する特命
委員会」が、2023年５月に「令和の教育人材確保実現プラン」と題する提言34を公表した。当該提言
は、「高度専門職である教師の処遇改善」という項目において、「教師の処遇の在り方については、現
状の教師の勤務実態が給特法制定時とかけ離れていることから、一般の労働者と同様に、時間外勤務
手当を支払う仕組みにしてはどうかという指摘もある」としつつ、これを「取るべき選択肢とは言え
ない」と断じている。その理由としては、「①各学校単位でいわゆる36協定を締結する必要があり、管

31	 質の高い教師の確保のための教職の魅力向上に向けた環境の在り方等に関する調査研究会「質の高い教師の確保のた
めの教職の魅力向上に向けた環境の在り方等に関する論点整理」（2023年４月13日）。

32	 文部科学大臣「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策につい
て（諮問）」（2023年５月22日）。諮問のなかには、「教師の処遇改善のあり方」が含まれており、以下の事項が例示さ
れている。「教師の職務と勤務態様の特殊性を踏まえて、勤務時間の内外を問わず教師の職務を包括的に評価し、時
間外勤務手当の支給に代えて、一律給料月額の４％を支給することとしている教職調整額及び超勤４項目の在り
方」、「教育が、特に教師の自発性、創造性に基づく勤務に期待する面が大きいことなどの教師の職務の特殊性に対
する考え方」、「現在の学校現場の状況や県費負担教職員制度等を踏まえた時間外勤務手当の支給に対する考え方」、
「現在の教師の職務や勤務の実態を踏まえた教師の意欲や能力の向上に資する給与制度や、各教師の職務や勤務の状
況に応じた給与のメリハリの在り方」、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和46年
法律第77号）をはじめとする公立学校に固有の仕組みの前提となる公立学校が担う役割と、公立学校が担う役割を踏
まえた地方公務員である公立学校の教師の職務の在り方」。

33	 中央教育審議会初等中等教育分科会質の高い教師の確保特別部会「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組
むべき施策（提言）～教師の専門性の向上と持続可能な教育環境の構築を目指して～」（2023年８月28日）。文部科学省
は、この緊急提言を受けて、同年９月８日に「『教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策（提言）』
（令和５年８月28日中央教育審議会初等中等教育分科会質の高い教師の確保特別部会）を踏まえた取組の徹底等につ
いて（通知）」を発している。

34	 自由民主党政務調査会令和の教育人材確保に関する特命委員会「令和の教育人材確保実現プラン（提言）～高度専門職
である教師に志ある優れた人材を確保するために～」（2023年５月16日）。
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理職が個々の教師の具体の業務を超過勤務として認めるかどうかを判断することとなり、管理コスト
が増大し、現場の混乱を招く懸念があること」、「②様々な力量の教師が自らの専門性と裁量性を発揮
して業務にあたる中で、教育の成果は必ずしも勤務時間の長さのみに基づくものではないため、外形
的な時間外勤務の状況のみならず、真に頑張っている教師が報われる仕組みとする必要があるこ
と」、「③全国的な教育の機会均等や水準確保を支える県費負担教職員制度の下、任命権と給与負担を
担う都道府県と、服務監督権を担う市町村の役割分担がなされている中で、自治体間の較差や業務の
持ち帰りを誘発する恐れがあること」などの課題があることに加えて、「そもそも、処遇の在り方は、
教師という職業をどのような職業と考えるかという点に直結するものであり、……教師は崇高な使命
を有する高度な専門性と裁量性を有する専門職であることを踏まえ、このような教師の職務の特殊性
等に基づいた処遇とする必要がある」ことが挙げられている。
一般労働者と同様に時間外勤務手当（割増賃金）を支給するという選択肢を否定する代わりに、当
該提言が示したのは、「教職調整額を増額することで、教師の処遇全体を底上げしつつ、真に頑張っ
ている教師が報われるよう、職務の負荷に応じたメリハリある給与体系の構築の観点から、……教師
に支給される様々な手当について増額や新設する」という方策である。具体的には、「教職調整額を少
なくとも10％以上に増額する」ことに加えて、「新たな級の創設」（給料表の多段階化）、「管理職手当
の改善」、「学級担任手当の創設」、「諸手当の改善」が提言されている。
公立学校教員が劣悪な労働条件のもとに放置されている現状に鑑みれば、こうした政府・与党の動
きは、教員の処遇改善にとって一定の意義があるものといえよう。けれども、自由民主党の提言に示
された、「真に頑張っている教師が報われる」ようにする、「職務の負荷に応じたメリハリある給与体
系」を構築するといった方針は、教職調整額や諸手当といった労働の「対価」に着目したものであり、
労働の「時間」に着目したものではない。そのうえ、時間外勤務手当（割増賃金）とは異なり、教職
調整額や諸手当は、労働した時間に関係なく一定額を支給するものであるから、使用者側にコスト増
を避けるべく労働時間を縮減しようとする動因を与えられない35。そのため、このような制度改革が
教員「多忙化」問題の解決にとってどこまで有効であるかは、疑問が残るところである36。教員多忙
化問題の立法的解決をめざすのであれば、その重点はあくまでも労働時間の縮減に置かれるべきであ
ろう37。

35	 他方で、給特法を廃止し、労基法37条に基づく時間外勤務手当（割増賃金）を支給するという方策も、埼玉教員超勤
訴訟における司法判断のように、労働時間性について不合理な評価がなされた場合には、その支給額がごくわずか
にとどまり、ひいては労働時間の縮減にもつながらないおそれがある。

36	 髙橋哲「支配としての給特法改正問題―新自由主義と分断統治を乗り越える教育運動の課題」教育934号（2023年）11
頁は、「自民党案を主軸として展開される給特法改正案は、実際に発生した労働時間に応じて対価を払うのではな
く、政府の求める教育政策への貢献度に応じて給与を払うという、支配のための教育体系の構築を趣旨として」お
り、「およそ『働き方改革』とは言い難い」と強く批判している。

37	 具体的な立法論は本稿の射程外であるが、たとえば、義務標準法や高校標準法における「乗ずる数」を改善し、正規
教員の数を増やすことが重要であると考えられる。山﨑洋介「教員定数算定制度の再構築―『乗ずる数』を知って
いますか」教育934号（2023年）38頁以下、同「公立小中学校の長時間過密労働と教員定数算定に関する考察―義務
標準法『乗ずる数』に着目して」日本教師教育学会年報32号（2023年）135頁以下、井深雄二「教員の多忙化と教育
財政―教職員定数問題を中心に」雪丸＝石井編・前掲注26）61頁以下など参照。
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「教員多忙化問題の現状と課題」質疑応答

土岐将仁：法学部で労働法を専攻しております土岐と申します。今回の教員多忙化問題については、
2022年12月に総社南高校の高校生から、高校の総合的学習の授業でこの問題を研究しているという
ことでメールをいただきました。彼女ら、彼らとしても難しかったようで、高校生が考えている改
善策・対応策の提案を見せてもらって、私から欠けている視点などを助言させていただきました。
教頭先生等にも相談しながら教員の多忙化の原因を色々とヒアリングしているということでした
が、きっと学校の先生も、忙しい理由は一体何かということを、何せ普段接している生徒たちに言
わなくてはいけないということだったので、やりにくかったのではないかと思いながら助言したと
ころです。
　　私からは、一般労働法の仕組みと絡めながら、今回の報告についてコメントをさせていただけれ
ばと思います。労働時間に関しては、今日、堀口先生のお話の中にもありましたけれども、労基法
32条が法定労働時間を定めておりまして、一日８時間、週40時間を超えてはいけないとされていま
す。ただ、それだとなかなか業務の繁閑に応じて、柔軟な対応ができません。仮に一日８時間以上
絶対に労働させてはいけないというルールですと、社会が回らなくなる恐れがありますので、災害
等の緊急の必要がある場合のほか、本日、話に出ておりました36協定による法定時間外労働が認め
られております。36協定による法定時間外労働はあくまで例外ですので、原則としては、法定労働
時間を超えて労働をさせてはいけないわけですけれども、ご存知のとおり、残念なことにと申しま
すか日本では原則と例外がもはや逆転しておりまして、ほぼどの職場にも36協定がございます。私
立学校は、労基法が適用されますので、36協定による時間外労働が可能であり、そこでは公立学校
のように対象業務に関する法律上の限定がありません。労使協定でそれぞれの職場で対象業務を決
めるということになっておりますので、今日、お話にあった公立学校の世界とは少し違っていま
す。公立学校に適用される給特法の世界では、そもそも時間外労働を命令できる場合が超勤４項目
に限定されていますが、民間（私立学校）の場合は、必ずしもそういう限定がなく、時間外労働をさ
せれば割増賃金を払うという状況になっております。
　　また、法定時間外労働に対しては、最後、堀口先生のお話があったところとも関わるのですが、
労基法37条が割増賃金の支払いを義務づけており、これによって長時間労働を抑制するという考え
方がとられています。割増賃金は、今述べた長時間労働の抑制という性格に加えて、過重な労働に
従事したことに対する報償という２つの意味合いがあるといわれています。時間外労働を抑制する
にはどうすればいいかということで、時間外労働をすればするほど高い賃金を使用者に払わせるよ
うにすれば、却って時間外労働を命じなくなるので、その結果として労働時間が減少するという発
想になりがちです。しかし、私としては、そもそも労働時間規制というのは、労働者の健康を確保
するために設けられているものですので、長時間労働に対する対策としては、賃金額を増やすこと
よりも端的に上限時間にキャップをするということが直接的な規制の在り方としては、正しいと考
えています。堀口先生のレジュメに書いていただいていたように、「賃金を上げるだけの法改正で
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は教員多忙化問題は解決しない」とまさにそのとおりと、今日、お話を伺っておりました。という
のは、使用者側から見ますと、労働時間が長くなった時に割増賃金を払わせるというのは、長時間
労働の抑制にインセンティブがあるわけですけれども、労働者側からは長時間労働へのインセン
ティブになりますので、割増賃金を払えば、あるいは額を高くすれば労働時間が減るという単純な
理屈にはならないと最近では考えられていると思います。ですので、働き方改革で時間外労働に上
限が入れられた時もそもそも割増賃金と労働時間を密接に紐づけた形での労働時間改革は、本来的
な在り方として正しくないのではないかというようなことも議論されていたところでした。
　　それから少し話が変わりますけれども、何らかの作業をしている時間の労働時間該当性は指揮命
令下に置かれているか否かにより判断されるというお話です。労基法上の労働時間に該当すると割
増賃金の支払義務が発生し得るわけですけれども、その判断のあり方として、判例は指揮命令下に
あるか否かというような判断基準を使っています。具体的な指示の有無を基準に認定しているの
が、埼玉教員超勤訴訟の問題ではないかという指摘がされておりましたが、確かに黙示的な指揮命
令であっても、労働時間に該当することはあり得ます。難しいのは、今回の事案を少し離れて、仮
に学校長が時間管理を厳密にしていて、例えば、時間外労働について、完全なる許可制にしてい
て、きちんと許可を都度取ってからでないと時間外労働させないというような仕組みにしていた場
合には、黙示的に時間外労働を認めていたという議論にならない可能性もあります。例えば、本学
では今、一学期が終わったばかりで、期末試験の採点に追われている先生もいらっしゃると思うの
ですが、土日や夜間に研究室で採点しているとします。それが労働時間の対象になるのか、あるい
は休日労働になるのかというと、おそらく当然には労働時間の対象にならないというのが本学の立
場であり、実務上の取扱いではないかと思います。何故かというと、休日に関しては部局長からき
ちんと許可を取らないと業務に従事してはいけないことになっていますので、もしも公立学校でそ
のような対処がされていたとすると、労働時間性を否定し得るということです。ただ、もちろん公
立学校で一般的にきちんと時間管理が行われているかということは問題ですし、時間管理が厳密に
行われておらず、業務量からしても教員が時間外に労働していることを認識しているにもかかわら
ず、特に注意を与えずに従事をさせているということになれば、労働時間性が認められうるのだろ
うと考えています。
　　それからもう一つ、長時間労働の問題は非常に難しく、規制を作ればそれで終わりとはならない
可能性が高いと思っています。私は時間外労働の時間数に上限を設定するのが、規制としては一番
効果的だと思っているのですが、他方で、端的に時間に上限を設定すると現場は大混乱する可能性
が高く、規制強化と同時に、業務の整理と申しますか、きちんと教員が本来的にやらなければなら
ない業務とそうではない業務とを切り分ける必要があると考えています。このこととの関係で、や
り玉に挙げられているのが、部活動なのだと思うのですが、部活動に限らず、例えば保護者対応で
すとか、やはり学校の先生は色々な業務に従事されていますので、それぞれの業務が本当に必須の
ものかどうか、教員が絶対にやらなければならないわけではないがやった方が望ましいものを切り
出して、こうした業務についてはどこか違うところに、外注できるところがあるなら外注するな
ど、そうした対策もあわせて講じる必要があると思います。
　　長くなりましたが、最後にもう一つだけ、「崇高な使命を有する高度な専門性」というところに関
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わるのですが、社会的な意識の改革も必要ではないかと思われまして、例えば、長時間労働とはま
た別の文脈なのですが、育児休業の取得、特に男性の育児休業の取得に関して、上司や管理職等の
意識改革をしないと取得率が上がらないというような議論が行われているわけですけれども、それ
と似たような問題がこの時間外労働の問題に関してもあるのではないかと思います。教師は聖職者
なので長時間労働に従事して当たり前だというような、もしそういう認識を持つ人が学校の管理職
の地位にあるとなかなか業務量の減少に繋がらない可能性がありますので、管理職教員の意識改革
ですとか、或いは学校の先生には何を求めてもいいというような社会的風潮があって、それが結果
的に長時間勤務の惹起に結びついている側面があることは否定しがたいのではないかと思っていま
す。こうした点の意識改革もやはり必要になってくるのではないかと思っております。
　　雑駁なコメントで恐縮ですが、私からは以上でございます。
堀口：土岐先生、大変有益なコメントをありがとうございました。
　　せっかくですので、一つ一つコメント返しといいますか、お話させていただきたいのですが、結
論から先に申しますと、いずれの点についても全面的に賛成です。
　　一つ目の、割増賃金を支払うようにしても常に長時間労働が抑制されるとは限らないというご指
摘は、おっしゃるとおりだと思います。残業代なしでは生活が成り立たないから、たくさん残業し
たいという方も現実にはいるわけですし、限られた予算のなかで残業代を出そうとする場合、そも
そもの給与を下げてしまうということもありえないではありません。ですので、労働時間そのもの
の上限を規制するというのが本来的だというのは全くそのとおりだと思います。
　　二つ目の労働時間性の評価についてですが、おっしゃるとおり、校長が時間外労働を厳格に管理
していたなかで、校長の目を盗んでこっそり時間外労働をしたというような場合には、時間外労働
について黙認もしていなかったという評価が成り立ちうるところです。もっとも、埼玉教員超勤訴
訟の学校は、時間外労働が厳格に管理されていたというような状況ではなかったといってよいと思
います。というのも、実はこの学校には、出退勤を記録するシステムが導入されていまして、そこ
で長時間労働をしていることは明確になっていました。また、証人尋問で校長本人が認めているこ
とですが、校長は田中氏が時間外労働をしている姿をその目で見ていました。それでも校長は長時
間労働を積極的には抑制せず、いわば黙認していた面があったわけです。
　　三つ目の、規制をつくればそれで終わりというわけではないということも、まさにおっしゃると
おりだと思います。教員の数を非常に多く増やすということができれば、今の業務量をそのまま維
持したうえで法定労働時間の範囲内にするということは可能だと思いますけれども、それが難しい
のであれば、業務量を削るしかないということになります。部活動についても、2022年度の教員実
態調査では2016年度よりやや短くなっているものの、なおもそれに長時間が割かれているわけでし
て、これをどうするかという問題は避けて通れないところです。ただ、この点は教育学や教育現場
では難題になっているようでして、特に部活動に熱心な先生方が出席されている場で教員多忙化問
題を議論する際には、部活動の縮小や地域移行といった話題はタブーになりがちだそうです。教員
のなかには、部活動というのは生徒を指導するうえで極めて重要な活動なのだというご意見をおも
ちの方が少なくないようでして、本来的業務でないから削るという議論を進めることはかなり難し
いと聞きます。私自身は、部活動を民間に委託しつつ、その民間クラブでの指導を希望する教員に
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は兼職を認め、兼職する以上は給料も別に発生するということにすれば、部活動の指導をしたい方
だけ指導を担当できるようになってよいのではないかと考えているのですが、現実にはなかなか容
易でない面があるようです。
　　四つ目の社会的意識の改革が必要ということも、ご指摘のとおりですね。これはおそらく上司よ
りも社会からのプレッシャー、地域や保護者からのプレッシャーが強いところかなと思います。
「教員の多忙化という差別問題」という法学セミナーに書かせていただいた論文でも言及したのです
が、社会のなかには公立学校教員に対する「差別」があるように思います。というのも、公務員は、
ひどい言い方だと「公僕」と呼ばれて、「税金で飯を食ってるくせに贅沢をいうな」などと罵倒され
ることもあります。また、教員は、伝統的に「聖職」とみなされていて、「子どもたちのためには私
的利益なんていくらでも犠牲にできるはずだ」などと思われがちです。公立学校教員は、このよう
な差別を受ける「公務員」と「教員」という地位を併有しているわけですので、いわば二重の差別
を受けるということになってしまいます。そして、こうした構造のなかで、給特法を本来的意義ど
おりに運用すれば負担しないで済んだはずの「タダ働き」を、社会が教員に対して押しつけてきた
わけです。社会の側がこうした意識を変えて、教員に押しつけてきた負担を社会の側で受け止めよ
うと考えられない限り、教員多忙化問題の根本的な解決は難しいだろうと思います。
　　貴重なコメントをいただきまして、ありがとうございました。

田代滉貴：岡山大学の田代と申します。本日はご報告ありがとうございました。憲法と行政法と労働
法、あるいは教育法等、複数の分野にまたがる問題のご研究ということで、大変勉強になりました。	
私からは埼玉教員超勤訴訟のうち、特に地裁判決についてお伺いできればと思います。
　　原告の行為が時間外勤務の労働時間に該当するかどうかということについて、地裁は労働時間性
の評価を比較的丁寧に行っているかと思いきや、最後の方で給特法の趣旨を持ち出しながら結論を
導いており、その点の論理構造がよく分からないという印象を抱いていたところです。法律のたて
付けとしては、労基法32条は40時間を超えての労働を禁止している一方、教育現場では「自主的な
判断に基づくものと指揮命令に基づくもの」が渾然一体として行われるため、給特法６条が時間外
勤務を限定している、という形になっているかと思いますが、地裁判決は、ここからなぜ、給特法
の趣旨を没却する場合には校長に一定の措置を取る注意義務がある、という判断基準を導き出して
いるのでしょうか。また、こうした地裁判決の判断は、給特法自体ではなく労基法32条違反が国賠
で争われていることが影響しているのでしょうか。これらの点について、もう少しご意見をお伺い
できればと思います。
堀口：田代先生、重要なご質問をありがとうございました。ご質問の内容は、３点くらいに分けられ
るかと思いました。まず、埼玉教員超勤訴訟の特に一審判決では、ある程度丁寧に労働時間性の評
価がなされつつも、最後に給特法の趣旨のようなものが持ち出されて、ひっくり返されているよう
な印象があることから、そこでいう給特法の趣旨とは一体どういうものなのかという点。次に、判
断基準の問題について、本報告では割愛しましたが、こうした緩やかな判断基準が導かれているの
は、どういう理由からなのかということ。そして最後に、判決がわかりにくくなっているのは、訴
訟において給特法違反をダイレクトに争うのではなく、労基法32条を争ったことに起因するのでは
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ないか、なぜ給特法６条違反を直接争わなかったのか、ということもお尋ねいただいたかと思います。
　　一つずつお答えしたいのですが、まず、一審判決が労働時間をある程度丁寧にみたというのは、
ある面ではおっしゃるとおりです。原告が主張した時間外勤務について、個別具体的に検討して、
労基法32条に違反する部分があったということを認めました。その点では、今までになかった画期
的判決といってもいいところがあります。しかし、そのあとで、勤務時間内に校内にいた時間のな
かに、事務作業に従事できたはずの「空き時間」があったとされ、その時間が差し引かれてしまっ
て、最終的には労基法32条違反となるのは32時間57分のみであると、田中先生は659時間と主張し
ていましたので、その20分の１しか認められませんでした。そして、それを判断基準にあてはめて、	
長時間労働が常態化していたとまではいえないので違法ではない、という判断がなされました。こ
れが一審判決の中身です。地方公務員が職務専念義務を負っている勤務時間内に、仕事をしていな
い「空き時間」が存在したと評価することは不合理だと思うのですが、そうした空き時間の問題は
割愛させていただきます。そのうえで、ご質問いただいた給特法の趣旨ですが、これには、教員の
自発性・創造性を尊重するということが含まれます。一審判決は、文字面ではこれと同じようなこ
とをいっているのですが、しかし、自発性・創造性を尊重するということの意味ないし帰結が、本
来の趣旨とは正反対になっているということが問題です。本来、教員の自発性・創造性を尊重する
のであれば、自発性・創造性を発揮できるような環境を整えなければならない、教育内容・方法を
創意工夫するための裁量時間を確保しなければならないということになるはずですが、一審判決は
これと反対に、自発性・創造性を発揮した場合には、校長から具体的な指示を受けていなかったわ
けだから、使用者の指揮命令下に置かれたとはいえず、労働時間とは認められないといっているわ
けです。そこが大きな問題だと思っています。
　　次に、判断基準についてですが、なぜ労基法32条違反が直ちに国賠法上の違法性として認められ
ず、長時間労働が常態化して給特法の趣旨を没却するような状態になっていない限りは適法だとい
う緩やかな判断基準が採用されたのかと申しますと、その直接的な理由としては、時間計測が困難
であるという点が挙げられています。判決文をそのまま引用しますと、「給特法が教員の労働時間
を定量的に管理することを前提としておらず、校長が、その指揮命令に基づいて各教員が業務に従
事した労働時間を的確に把握できる方法もないことからすると、仮に当該教員の労働時間が労基法
32条に定める法定労働時間を超えていたとしても、直ちにかかる事実を認識し又は認識することが
可能であったとはいえないから、労基法32条違反についての故意又は過失があると認めることはで
きず、当該教員が校長の指揮命令に基づく業務を行ったことで、その労働時間が労基法32条の制限
を超えたからといって、それだけで国賠法上の違法性があるということはできない」と。しかし、
このような理由づけには大きな疑問があります。というのも、先ほど土岐先生への回答でも言及し
ましたように、本件訴訟の学校では出勤時刻と退勤時刻を PC上のシステムによって計測していた
わけです。また、校長は原告が勤務時間を超えて、朝早くから夜遅くまで働いている姿をその目で
見ていました。にもかかわらず、なぜ時間計測が困難であるとか、時間外労働を認識することがで
きないということになるのか、大いに疑問です。これは、通常とは異なる労働時間の理解が前提に
なっていて、ただ校内で校務に従事しているだけでは労働時間とはいえず、校長から具体的な指示
を受けた業務に従事している場合だけ労働時間として認められるというように解しているために、
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出勤時刻と退勤時刻だけでは時間外労働をしているかどうか把握できないということになっている
のかもしれません。もしそうであるならば、そもそもの労働時間の捉え方がこれでよいのか、とい
う問題に戻ってきます。私は、一般の労働者と同じように労働時間を捉えるならば、少なくともこ
の学校では時間計測ができていたので、労基法32条違反は直ちに国賠法上も違法と判断してよいの
ではないかと思っています。校長には、正規の勤務時間の割振りによって時間外労働を防ぐ義務が
課されていますので、労基法32条違反が生じたということは、そうした職務上の義務に違反したと
評価してよいだろう、という考えです。
　　最後に、なぜ労基法32条違反を争ったのか、ダイレクトに給特法６条違反を争った方がよい判決
が得られたのではないかという点ですが、実は、近年の訴訟で給特法６条違反の職務命令の違法性
が争われたことがありました。これが最高裁までいきまして、教員側が三行決定のような門前払い
ではなく、実質的判断によって負けてしまいました。京都市公立学校事件と呼ばれているもので、
平成23年７月12日の最高裁判決なのですが、この判例では、校長が教員らに対して時間外勤務を命
じたことはないし、授業内容や学級運営など個別の事柄について具体的な指示をしたこともなかっ
たことから、給特法に違反する時間外勤務命令はなかったという判断がなされています。この判例
が実は埼玉教員超勤訴訟を提起するうえで大きなハードルになりまして、京都市公立学校事件判決
の射程をどのように限定するかということが問題となりました。この点について、埼玉教員超勤訴
訟の一審判決で意見書を提出された髙橋哲先生は、京都市公立学校事件判決は給特法６条について
判断したものであり、労基法32条については何ら判断していないということで、射程を限定されま
した。たしかに、労基法32条に関する確立した判例法理に真っ向から反するような解釈を最高裁が
することはないでしょうから、給特法６条については労基法32条とは異なる解釈がなされたと読む
ことも可能かと思います。ということで、京都市公立学校事件判決の射程から逃れるためにも、給
特法６条ではなく労基法32条が争点とされたわけです。もっとも、給特法６条にいう「勤務させ」	
と労基法32条にいう「労働させ」を異なる意味に解することは難しいという指摘もあり、私自身も、
本来は給特法６条についても労基法32条と同じように、具体的な指示がなくとも指揮命令下にあれ
ば「勤務させ」にあたると解すべきであると考えています。ただ、最高裁がこのような判断をして
いる以上、それを無視するわけにはいかず、京都市公立学校事件判決と正面から喧嘩することは避
けた、というのが埼玉教員超勤訴訟において給特法６条違反ではなく労基法32条違反を争った主な
理由の一つかと思います。
　　報告の不備を補うような重要なご質問をいただきまして、ありがとうございました。




